
東京都北区議会 

令和３年第３回定例会で可決した意見書

・固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を 

求める意見書 

・出産育児一時金の増額を求める意見書 



固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書 

 

青色申告者を含む小規模事業者を取り巻く環境は、これまでの長期的な景気の低迷に続

き、新型コロナウイルス感染症の影響により、以前にも増して厳しく、かつ深刻な状況に

あり、雇用不安の拡大、金融事情の悪化、後継者不足など、様々な危機にさらされている。

このような社会経済環境の中で、小規模事業者は厳しい経営を強いられ、家族や従業員な

どの生活基盤は圧迫され続けている。 

また、小規模事業者のみならず多くの都民が、税や社会保険料などの負担の増加にあえ

いでいる実態にある。  

この厳しい環境下において、東京都独自の施策として定着している固定資産税及び都市

計画税の軽減措置が廃止されることとなると、小規模事業者の経営や生活は更に厳しいも

のとなり、地域社会の活性化のみならず日本経済の回復に大きな影響を及ぼすことにもな

りかねない。 

よって、本区議会は東京都に対し、下記の事項を令和４年度以降も継続するよう求める。 

 

記 

 

１、小規模住宅用地に対する都市計画税を２分の１とする軽減措置 

２、小規模非住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税を２割減額する減免措置 

３、商業地等における固定資産税及び都市計画税について、負担水準の上限を65％に引き

下げる減額措置 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

令和３年 10 月８日 

 

東京都北区議会議長  名 取 ひであき 

 

 

東京都知事    小 池 百合子 殿 



出産育児一時金の増額を求める意見書 

 

厚生労働省によると2019年度の出産費用が正常分娩の場合、全国平均額は約46万円で、

室料差額等を含む費用の全国平均額は約 52 万 4,000 円となっている。出産にかかる費用は

年々増加し、費用が高い都市部では現在の 42 万円の出産育児一時金の支給額では賄えない

状況になっており、平均額が約 62 万円と最も高い東京都では、現状、出産する人が約 20

万円を持ち出している計算となる。 

国は、2009 年 10 月から出産育児一時金を原則 42 万円に増額し、2011 年度にそれを恒久

化、2015 年には一時金に含まれる産科医療補償制度掛金分３万円を 1.6 万円に引き下げ、

本来分 39 万円を 40.4 万円に引き上げた。2022 年１月以降の分娩から産科医療補償制度掛

金を 1.2 万円に引き下げ、本人の受取額を 4,000 円増やすとともに、医療機関から費用の

詳しいデータを収集し実態を把握したうえで増額に向けて検討することとしている。 

一方、令和２年の出生数は 84 万 832 人で、前年に比べ２万 4,407 人減少し過去最少とな

り、５年連続で減少となった。少子化克服に向け、安心して子どもを産み育てられる環境

を整えるためには、子どもの成長に応じた、きめ細かな支援を重ねていくことが重要であ

り、一時金はその大事な一手であると考えられる。 

少子化対策は、わが国の重要課題の一つにほかならず、子育てのスタート期に当たる出

産時の経済的な支援策を強化することは欠かせない。 

よって、本区議会は国会及び政府に対し、現在の負担に見合う形に出産育児一時金を引

き上げることを強く求める。 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

令和３年10月８日 

 

東京都北区議会議長  名 取 ひであき 

 

 

衆議院議長    大 島 理 森 殿 

参議院議長    山 東 昭 子 殿 

内閣総理大臣   岸 田 文 雄 殿 

厚生労働大臣   後 藤 茂 之 殿 


